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Ⅰ 平成１９年度事業の概況 

  被災後 3年目を迎え、復旧の総仕上げの年として、住宅や生業の再建、雇用の安定など被災者

の生活基盤の再建を中心に各種の支援事業を実施した。また、地域コミュニティの再生・活性化

に向けた取組を支援するため、集会所や神社等の再建、地域興し活動に対し助成を行った。 

 

Ⅱ 理事会開催等の状況 

開催等年月日 件名 

平成 19 年 3月 19 日 復興基金事業の追加実施等について（追加実施 2） 

平成 19 年 4月 24 日（書面） 

(議決日 5月 1日) 

評議員の選出について 

平成 19 年 5月 17 日 ①平成 18 年度事業報告の承認について 

②平成 18 年度決算の承認について 

③復興基金事業の追加実施等について 

（追加実施 2、要件見直し 2） 

平成 19 年 8月 24 日（書面） 

(議決日 8月 31 日) 

復興基金事業の追加実施等について（追加実施 8） 

平成 19 年 10 月 22 日（書面） 

(議決日 10 月 26 日) 

復興基金事業の追加実施等について 

（追加実施 1、要件見直し 2） 

平成 19 年 11 月 20 日 ①平成 19 年度補正予算 

②財団諸規定の改正 

③復興基金事業の追加実施等について 

（追加実施 1、期間延長 29） 

平成 19 年 12 月 20 日（書面） 

（議決日 12 月 27 日） 

就業に関する規程の一部改正について 

平成 20 年 1月 25 日 復興基金事業の追加実施等について 

（追加実施 3、要件見直し 1、期間延長 1） 

平成 20 年 2月 12 日 ①平成 19 年度補正予算について 

②平成 20 年度事業計画・収支予算について 

③復興基金事業の追加実施について 

（追加実施 8、要件見直し 5） 

④平成 20 年度資産運用計画について 

⑤評議員の選任について 

 
Ⅲ 評議員会開催等の状況 

開催等年月日 件名 

平成 19 年 3月 15 日 復興基金事業の追加実施等について（追加実施 2） 

平成 19 年 5月 10 日 ①復興基金事業の追加実施等について 

（追加実施 2、要件見直し 2） 

②報告事項（平成 18年度決算について） 

平成 19 年 6月 12 日（書面） 

（議決日 6月 18 日） 

理事の選任について 



平成 19年 8月 24 日（書面） 

（議決日 8月 31 日） 

①審議：復興基金事業の追加実施等について（追加実施 8）

②表決：監事の選任について 

平成 19 年 10 月 22 日（書面） 

（議決日 10 月 26 日） 

復興基金事業の追加実施等について 

（追加実施 1、要件見直し 2） 

平成 19 年 11 月 15 日 ①平成 19 年度補正予算について 

②財団諸規程の一部改正について 

③復興基金事業の追加実施等について 

（追加実施 1、期間延長 29） 

平成 19 年 12 月 20 日（書面） 

（議決日 12 月 26 日） 

①理事の選任について 

②就業に関する規程の一部改正について 

平成 20 年 1月 22 日 復興基金事業の追加実施等について 

（追加実施 3、要件見直し 1、期間延長 1） 

平成 20 年 2月 7日 ①平成 19 年度補正予算について 

②平成 20 年度事業計画・収支予算について 

③復興基金事業の追加実施等について 

（追加実施 8、要件見直し 5） 

④平成 20 年度資産運用計画について 

 
Ⅳ 事業の採択状況 

年月日 対策事業及び事業数 事業数 
平成 19年 3月 19 日 被災者生活支援対策事業１    

被災地域復興支援事業１ 

２ 

平成 19 年 5月 17 日 被災者生活支援対策事業１   

被災者住宅支援対策事業１ 

２ 

平成 19 年 8月 24 日 

（議決日 8月 31 日） 

二重被災者緊急対策事業８   ８ 

平成 19 年 10 月 22 日 

（議決日 10 月 26 日） 

産業対策事業１   １ 

平成 19 年 11 月 20 日 被災地域復興支援事業１   １ 

平成 20 年 1月 25 日 被災者生活支援対策事業１   

雇用対策事業１ 

教育・文化対策事業１ 

３ 

平成 20 年 2月 12 日 被災地域復興支援事業２   

記録・広報事業１ 

観光対策事業１ 

農林水産業対策事業３ 

被災者生活支援対策事業１ 

８ 

合   計 25 

※上記事業による 10年間における予定事業費は、現時点で約 32億円を見込む。 



Ⅴ 事業報告 

１ 助成事業について 

  被災者の生活の安定や自立を支援し、被災地域の総合的な復興を進めるため、生活、住宅、産

業、農業、教育・文化、地域復興の各対策にかかる助成事業及び広報事業を実施した。 
  ※以下、19年度に助成金を交付した事業を掲載（貸付事業含む）。 
 
 (1)被災者の生活の安定・自立及び健康・福祉の増進を支援する事業 
  ①被災者生活支援対策事業 
   被災者の生活再建を支援するため、こころのケアや健康サポート、生活支援相談員の配置を

行ったほか、地域コミュニティ施設等再建や地域共用施設等復旧などのコミュニティ再建支援

など 23事業を実施した。 
 

 

○件数・助成金額の（ ）内は 17年度からの累計 
    ○助成金額：千円 
 
 

事 業 名 事  業  内  容 件数 助成金額

生活福祉資金貸付

金利子補給 
生活福祉資金貸付金（住宅資金又は災害援護資金に限

る）の利子補給 
16 

(18) 
229

(243)
母子寡婦福祉資金

貸付金利子補給 
母子寡婦福祉資金貸付金（住宅の修繕、移転のため

の資金に限る）の利子補給 
6 

(7) 
136

(160)

生活支援相談員設置 
被災者の生活復興支援を専任とする「生活支援相談

員」設置に要する費用の補助 
1 

(2) 
95,416

(288,700)
応急仮設住宅維持

管理等 
仮設住宅の共同利用施設の維持管理、雪処理、住戸

改善、移転費用、家財置場用倉庫借上費用の補助 
12 

(19) 
98,091

(407,758)
復興支援ネットワ

ーク 
復興活動に向けた住民・専門家のネットワーク支援

事業に対する補助 
23 

(29) 
58,124

(76,174)
健康サポート事業 被災者を対象とする健康状態の把握や保健指導な

どの事業に対する補助 
5 

(10) 
32,746

(77,976)
こころのケア事業 被災者の心の健康の保持増進を図るための相談会、

巡回訪問などの事業に対する補助 
1 

(2) 
82,437

(206,681)
地域コミュニティ

再建（ソフト） 
地域コミュニティの再建に向けて活動を行う自治

会等に対する活動経費の補助 
525 

(660) 
205,024

(254,737)
仮設デイサービス

センター設置 
仮設デイサービスセンター整備費の補助 

(18年度終了) 
－ 
(1) 

－

(10,000)
地域水道施設等復

旧 
国・県の補助対象とならない小規模な水道施設の復

旧費の補助           （18年度終了） 
－ 
(7) 

－

(4,055)

 

※表の見方 



事 業 名 事  業  内  容 件数 助成金額

障害者グループホ

ーム復旧 
被災したグループホームの復旧、被災地でのグルー

プホームの整備費の補助 
1 

(6) 
754

(4,089)
緊急障害福祉関係

施設災害復旧 
国補対象を除く障害福祉施設の復旧費の補助 

（18年度終了）
－ 
(5) 

－

(32,297)
仮設住宅等生活交

通確保 
仮設住宅へのバス路線の新設・迂回運行事業に対す

る補助            （19年度終了）
1 

(4) 
3,803

(8,985)
情報通信基盤施設

復旧・整備支援 
テレビ共同受信施設の復旧費の補助 10 

(21) 
6,208

(10,270)
復興ボランティア

活動支援 
被災者を対象に行うボランティアグループや NPO
の活動拠点施設の借上等に対する補助 

16 
(21) 

2,847
(6,350)

障害者生活再建支

援 
障害者グループホームの再建費用の補助 

（19年度終了） 
－ 
(2) 

－

(59,500)
地域コミュニティ

施設等再建支援 
自治会などが行うコミュニティ施設の建替・修繕費

用を補助 
1,236 

(1,816) 
3,018,589
(3,736,551)

地域共用施設等復

旧支援 
町内会などが設置・維持管理している私有道路、消

雪パイプなどの復旧に要する経費を補助 
244 

(362) 
404,143

(527,746)
集落共用施設等維

持管理 
戸数が 2 割以上減少した集落が行う集会所などの
維持管理や生活環境整備の費用を補助 

18 
(20) 

96,150
(97,350)

水道設置等支援 水道管敷設工事費用の補助 12 
(23) 

13,221
(28,082)

被災地域代替生活

交通確保支援 
路線バスの運休に伴う代替生活交通の確保に要する

経費を補助 
0 

(0) 
26,061

(26,061)
被災児童生徒の学

区外通学支援 
震災による移転等に伴う児童生徒の学区外通学に要

する経費を補助 
51 

(51) 
5,027

(5,027)
中山間地域再生総

合支援 
耕作放棄地の保全や廃屋の解体等、集落環境の整備

に要する経費を補助 
13 

(13) 
87,275

(87,275)
社会福祉施設等災

害復旧支援 
社会福祉施設の復旧費の補助 48 

(48) 
82,183

(82,183)
医療施設等災害復

旧支援 
医療施設（病院、診療所）及び看護師等養成所の復

旧費の補助          （19年度終了）
53 

(53) 
218,869

(218,869)
コミュニティＦＭ
放送サテライト局
設置支援 

被災地域住民の防災情報確保を図るため、エリア拡

大（サテライト局の設置）に要する経費を補助 
2 

(2) 
20,000

(20,000)

地域復興支援員設

置支援 
復興ネットワークづくりやイベント企画など、地域再
生のため、公共的団体が配置する地域復興支援員に要
する経費を補助 

0 
(0) 

2,733
(2,733)

小  計 
 2,294 

(3,202) 
4,560,066
(6,279,852)

 
 



 ②雇用対策事業 
   被災地域における雇用の維持を図るため、被災者や失業者等に対する臨時的就労の場を提供

する被災地緊急雇用創出事業や若年者に対する雇用創出事業を実施した。 

事 業 名 事  業  内  容 件数 助成金額

雇用維持奨励金 国の雇用調整助成金の対象となる休業手当等に係

る事業主負担分を補助     （17年度終了） 
－ 

(80) 
－

(28,692)
被災地域緊急雇用

創出 
被災市町村が実施する一時的な雇用機会の創出を

行う事業に要する経費の補助 
－ 

(16) 
－

(715,965)
ヤング・ジョブ・カ
フェながおかキャリ
ア応援プラザ館設置 

被災地域の若年者の就職支援施設の設置に係る経

費を補助           （18年度終了） 
2 

(3) 
11,030

(17,830)

被災者特別訓練受

講手当 
被災者の就業を促進するため、公共職業訓練の受

講に対する援護措置として手当を支給 
370 

(370) 
42,315

(42,315)
被災地域若年者雇

用対策 
若年者を対象とする就職支援施設の設置、運営に

要する経費を補助 
0 

(0) 
76,976

(76,976)

小  計  372 
(469) 

130,321
(881,778)

 
(2)被災者の住宅の再建等住宅の復興を支援する事業 
 被災者住宅支援対策事業 
  被災者の住宅再建を支援するため、住宅復興資金借入に対する利子補給、雪国特有の住様式に

よる住宅整備及び県産材を使用した住宅の建替・修繕経費等への補助など 13事業を実施した。 

事 業 名 事  業  内  容 件数 助成金額 

被災者住宅復興資

金利子補給 
被災住宅・宅地の復興のための借入金の利子補給 
(後払い、低利融資方式) 

4,147 
(9,989) 

397,459
(824,532)

高齢者・障害者向け

住宅整備支援 
被災した高齢者・障害者が住宅を再建する際に、身

体状況に適した住宅とする場合、経費の一部を補助 
227 

(326) 
44,436

(66,675)
雪国住まいづくり

支援 
多雪地域での居住環境の確保のため、雪国特有の住

様式で住宅を再建する際に、経費の一部を補助 
1,350 

(3,524) 
756,490

(1,967,084)

被災宅地復旧工事 
融資が困難な者又は長期避難者の宅地復旧工事費

の一部を補助 
241 

(562) 
242,111

(489,014)
県産瓦使用屋根復

旧支援 
県産屋根瓦を使用して住宅を建替・修繕経費に対す

る補助 
407 

(1,103) 
222,393

(604,322)
越後杉で家づくり

復興支援 
住宅再建時の県産材（越後杉ブランド）使用経費の

一部を補助 
307 

(1,094) 
274,251

(943,396)
被災宅地復旧調査 長期避難勧告地域等で被災宅地の復旧工法の調査

に要する経費の一部を補助    （18年度終了） 
－ 

(17) 
－

(29,194)
住宅債務（二重ロー

ン）償還特別支援 
被災者の既往住宅債務に係る支払利息の 5 年間分
を一括補助 

22 
(45) 

16,260
(32,068)



高齢者ハウス整

備・運営 
高齢者ハウスの整備・運営に要する経費を補助 2 

(3) 
51,300

(52,641)

公営住宅入居支援 
公営住宅に入居する高齢者又は障害者に対する家

賃補助 
8 

(10) 
8,602

(8,851)
民間賃貸住宅入居

支援 
民間賃貸住宅に入居する被災者に対する家賃補助 268 

(310) 
40,700

(46,227)
親族等住宅同居支

援 
親族宅等に同居することになった高齢者又は障害

者に対する補助 
376 

(485) 
61,820

(79,240)
中山間地型復興住

宅支援 
中山間地型復興住宅建設に係る設計費等間接経費

の補助 
15 

(17) 
27,000

(30,600)
緊急不動産活用型
住宅再建資金融資 
(貸付事業) 

今後の生計を維持するため自宅再建が不可欠な高
齢者等に対し、再建する自宅を担保に住宅資金の貸
付を行う。 

7 
(7) 

83,901
(83,901)

小  計 
 7,377 

(17,492) 
2,226,723

(5,257,745)
 
(3)被害を受けた中小企業者及び農林水産業者の事業再開等産業の復興を支援する事業 
 ①産業対策事業 
   被災した中小企業者等を支援するため、大規模災害対策資金等震災関連の制度融資に係る利

子補給、地域商工業者販路開拓支援など 12事業を実施した。 

事 業 名 事  業  内  容 件数 助成金額 

平成 16 年大規模災
害対策資金特別利
子補給 

新潟県制度融資の平成 16 年大規模災害対策資金
（地震対応枠）の利子補給 

427 
(1,112) 

99,523
(225,017)

「平成 16年新潟県
中越大震災」災害融
資特別利子補給 

政府系金融機関の災害融資の利子補給 283 
(656) 

11,320
(26,837)

平成 16年大規模災
害対策資金特別保
証料負担金 

事業用建物が全半壊した中小企業者に対する新潟
県制度融資の平成 16年大規模災害対策資金（地震
枠対応）の保証料補助 

10 
(233) 

7,519
(234,549)

市町村震災関連制
度融資特別利子補
給 

「平成 16年度大規模災害対策資金」に準じた市町
村制度融資の利子補給 

166 
(640) 

12,146
(44,280)

市町村震災関連制
度融資特別保証料
負担金 

「平成 16年度大規模災害対策資金」に準じた市町
村制度融資の保証料補給     （19年度終了） 

－ 
(58) 

－

(17,057)

事業所解体撤去支

援 
半壊以上の被害を受けた事業所を、事業再開のため

撤去・解体する経費の補助 
15 

(132) 
18,710

(432,689)
伝統的工芸品生産

設備等復旧支援 
被災した伝統的工芸品を生産するための設備、機器

の更新、修繕に係る経費の補助  （17年度終了） 
－ 

(16) 
－

(20,933)
中小企業者仮設店

舗等設置 
仮設店舗の設置に要する経費の補助 27 

(116) 
25,607

(140,953)



被災商店街復興対

策支援 
被災商店街復興のための商店街機能回復事業に対

する補助 
18 

(27) 
25,622

(34,692)
中堅企業等復旧・復

興事業利子補給 
激甚指定地域に事業所を有する被災中堅企業で日
本政策投資銀行からの借入金に対する利子補給 

4 
(10) 

151,113
(341,282)

組合共同施設等復

旧支援 
商工会館など共同施設の復旧費用を補助 9 

(41) 
25,308

(85,373)
中小企業者販路開

拓支援 
中小企業者の早期復興を図るため、経営支援コーデ
ィネーターによる受注確保と新たな販路の開拓の
ための活動に要する経費 

0 
(0) 

38,818
(38,818)

地域商工業者販路

開拓支援 
販路開拓のために行う見本市・展示会の開催経費を

補助 
25 

(26) 
107,910

(111,724)
被災地商工業復興

相談支援 
商工業の早期復興を図るため、商工会・商工会議所の

経営指導員設置に係る経費の一部を補助 
0 

(0) 
23,458

(23,458)

小  計 
 984 

(3,067) 
547,054

(1,777,662)
 
 ②農林水産業対策事業 
   農地等の自力復旧や被災した畜産業者・養鯉業者を支援するため、手づくり田直し等支援、
地域営農活動緊急支援、災害復旧事業費等負担金など 18事業を実施した。 

事 業 名 事  業  内  容 件数 助成金額 

中越地震災害対策

資金利子補給 
農協が行う災害対策資金の利子補給 17 

(47) 
5,819

(12,414)
農林漁業制度資金

利子助成 
農林漁業制度資金の利子補給及び保証料補助 2 

(6) 
1,649

(4,041)
家畜緊急避難輸送

支援 
避難を行った家畜の輸送経費の補助 
○○              （17年度終了） 

－ 
(4) 

－

(74,684)
緊急避難家畜管理支

援 
避難を行った家畜の避難先での預託経費の補助 
○○              （19年度終了） 

7 
(19) 

727
(16,635)

畜産廃棄物処理経費

補助 
倒壊畜舎や死亡家畜等の処理を事業者に代わって

行う市町村に対する補助     （19年度終了） 
－ 
(3) 

－

(3,744)
経営再建家畜導入

支援 
生産基盤となる家畜が被災した生産者が代替家畜

を導入する費用を補助 
5 

(11) 
4,446

(7,346)
飼育魚避難輸送経

費助成 
飼育魚の一時避難の輸送経費の補助 
○○              （17年度終了） 

－ 
(2) 

－

(1,834)
一時避難飼育魚管

理経費助成 
一時的に避難した飼育魚の越冬管理費の補助 70 

(97) 
17,948

(21,999)
錦鯉養殖業廃棄物

処分費助成 
倒壊越冬施設の撤去費用（但し養殖業継続）、斃死

したニシキゴイの焼却、埋却経費の補助 
1 

(12) 
577

(14,981)
錦鯉生産確保緊急

支援 
被災により逸失した親鯉の導入経費を補助 77 

(119) 
14,594

(22,894)



代替農地等営農継

続支援 
緊急避難的に行う代替農地の確保及び米の地域間

調整等の補助 
9 

(24) 
19,801

(84,219)
手づくり田直し等

支援 
災害復旧事業の対象とならない農地等の自力復旧

及び水田の地力回復のための経費の補助 
1,259 

(5,569) 
462,596

(1,664,084)
農林水産業経営再

建整備支援 
組織体の経営再建に必要となる施設・機械等の改

修・修理・整備費等の補助 
9 

(23) 
30,828

(39,046)
農業用水水源確保

支援 
代替用水施設整備等に要する経費の補助 85 

(89) 
160,385

(165,727)
養鯉池水源確保支

援 
枯渇・減少した湧水又は地下水の代替用水施設を整

備する費用を補助 
83 

(90) 
132,531

(140,590)
畜産施設緊急防災

対策支援 
除雪等の二次災害を防止するため、緊急的に行う畜

舎等施設の防災対策経費の補助  （17年度終了） 
－ 
(1) 

－

(12,423)
緊急手づくり田直

し等総合支援 
2年以上作付けができなかった農地、または、2年
以上養鯉に供することができなかった養鯉池など
の一体的な復旧費用を補助 

38 
(42) 

194,828
(215,351)

災害査定設計委託

費等支援 
農地などの災害復旧事業の申請に必要な査定設計

委託費を補助 
75 

(197) 
91,415

(184,459)
共同利用畜舎等施

設整備支援 
被災した生産者が行う共同利用畜舎等を整備する

事業について補助 
2 

(2) 
100,292

(100,292)
地域営農活動緊急

支援 
農業者の組織する団体が効率的で継続的な営農体制

を確立するための、営農用機械の整備費などを補助 
13 

(18) 
161,658

(195,795)
災害復旧事業費等

負担金支援 
国・県の補助による地震災害復旧関連事業に伴う農

家・養鯉業者などの負担金の一部を補助 
264 

(319) 
150,798

(267,446)
森林整備緊急支援 被災した森林の整備及び作業路の復旧に要する経

費を補助 
6 

(6) 
2,432

(2,432)

小  計  2,022 
(6,700) 

1,553,324
(3,252,436)

 
 
 ③観光対策事業 
   震災の風評被害により大幅に落ち込んだ観光客数の回復と本県観光のイメージアップを図る
ため、引き続き観光復興キャンペーンを実施した。 

事 業 名 事  業  内  容 件数 助成金額 

観光復興キャンペ

ーン推進 
風評被害を払拭し、被災地の観光復興を PRする事
業に対する補助 

14 
(64) 

286,918
(988,511)

小  計  14 
(64) 

286,918
(988,511)

 
 
 
 



(4)被害を受けた私立学校の再建等教育・文化の復興を支援する事業 
 教育・文化対策事業 
  被災地における貴重な民族文化の伝承・保存や学校施設の復旧を支援するため、牛の角突き復

興や私立学校施設設備災害復旧支援など５事業を実施した。 

事 業 名 事  業  内  容 件数 助成金額 

被災児童生徒対象
カウンセラー派遣
（公立・私立） 

心のケアのため、臨床心理士等カウンセラーを学

校に派遣する経費を補助 
１ 

(14) 
△204
(327)

牛の角突き復興支

援 
復興のための闘牛購入、牛舎の再建等に要する経

費の補助 
9 

(26) 
32,334

(72,024)
私立学校施設設備

災害復旧支援 
私立学校の設置者が行う施設設備災害復旧事業に

要する経費を補助 
19 

(19) 
107,507

(107,507)
指定文化財等災害

復旧支援 
指定文化財等の復旧・修復に要する経費を補助 2 

(2) 
1,221

(1,221)
民俗資料・歴史資料

保存支援 
震災による散逸が懸念される民俗資料や歴史資料

等の保存・整理に要する経費を補助 
0 

(0) 
10,841

(10,841)

小  計  31 
(61) 

151,699
(191,920)

 
 
(5)その他目的を達成するために必要な事業 
 ①記録・広報事業 
   被災地の貴重なデータを震災の記憶として記録し、得られた知見や教訓を全国に発信すると

ともに、地域振興の資源として活用を図るために、収集・保全事業を実施した。 

事 業 名 事  業  内  容 件数 助成金額 

震災復興広報強化

事業 
基金事業の活用を図るため、事業紹介冊子の作成・

配布など周知活動を実施(基金直接事業) 
1 

(2) 
1,663

(6,371)
｢ 震災の記憶 ｣収

集・保全事業 
中山間地域における大規模災害の経験を教訓とし
て残し、復興に活用するため、｢震災の記憶｣の収
集・保全等に要する経費を補助 

1 
(1) 

91,764
(91,764)

小  計  2 
(3) 

93,427
(98,135)

 



 ②地域復興事業 
   地域の特性を活かした復興プランづくりや、復興に向け学術機関等と連携した被災地域の再

生と自立復興を促進するため、地域復興デザイン策定支援や災害復興調査・研究活動支援など

３事業を実施した。 

事 業 名 事  業  内  容 件数 助成金額 

地域復興デザイン

策定支援 
地域特性を活かした復興に取り組む集落等が行う

復興プラン策定に要する経費を補助 
4 

(4) 
30,104

(30,104)
災害復興調査・研究

活動支援 

今後の復興に向けて新潟大学災害復興科学センタ
ーの事業として行う調査・研究活動に要する経費
を補助 

1 
(1) 

39,647
(39,647)

地域復興デザイン

先導事業支援 
地域特性を活かした復興に取り組む集落や地域団

体等が行う復興事業に要する経費を補助 
2 

(2) 
15,113

(15,113)

小  計  7 
(7) 

84,864
(84,864)

 

合   計（＝(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)） 13,103 
(31,065) 

9,634,397
(18,812,903)

うち助成事業 13,096 
(31,058) 

9,550,496
(18,729,002)

 
うち貸付事業 7 

(7) 
83,901

(83,901)
 

２ 寄付金等の受入状況について 

  北越銀行及び大和証券投資信託委託株式会社からの寄付金を受け入れた。 
種  別 金   額 備   考 

寄付金 6,505,142円 
・株式会社北越銀行  4,325,719円 
・大和証券投資信託委託株式会社 2,179,423円 

合 計 6,505,142円  

 
３ 基金事業等の広報について 

 (1)事業内容 
   基金が実施している各事業の内容、要件、申請窓口等を案内する個別事業のパンフレットを

作成、配布するとともに、地域別座談会や市町村広報、生活支援相談員や民生委員などの協力

を頂きながら、周知を図った。 
 (2)実施状況 

項  目 内容等 実施時期 部数等 
印刷物作成・配

布 
19 年度の新規補助事業の内容、問い合わせ
先等を掲載したリーフレットを作成し、配布

19年 10月 約 31,000

インターネット 
各基金事業の概要、要綱、申請書等をホーム

ページに掲載 
随時 － 




